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■2017/３期 １Ｑ 業績総括

（スライド資料の通り）
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■2017/３期 １Ｑ 連結ＰＬ実績

当第１四半期連結累計期間（2016年４月１日～2016年６月30日）は、増収減益となった。

（第２四半期累計期間の連結経常利益計画は25億89百万円、前年同期比71.5％）

連結売上高は、主に㈱ユナイテッドアローズの増収に伴い、前年同期比102.7％の329億47百
万円となった。

売上総利益は、増収に伴い同102.8％の179億64百万円となった。売上総利益率は値引ロスの
増があったものの、為替のマイナス影響が抑制されたこと等により、前年同期と同等の54.5％と
なった。

販管費率は前年同期から2.4ポイント上昇し、48.1％となった。これは主にグループ各社のネット
通販売上高構成比の増等に伴う賃借料の増、同じくグループ各社の欠員補充等に伴う人件費の
増、㈱ユナイテッドアローズの大型出店等に伴う宣伝販促費の増等によるものである。

以上の結果、営業利益は前年同期比75.3％の21億３百万円、経常利益は同75.5％の21億12百
万円、親会社株主に帰属する四半期純利益は同75.0％の13億５百万円となった。
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■単体 売上高実績 チャネル別

単体売上高は前年同期比103.0％、小売＋ネット通販既存店売上高前期比は100.8％となった
。

チャネル別では、小売が減収となり、それ以外が増収、特にネット通販が高い伸びとなった。

小売については、前年に値上の駆け込み需要があったクロムハーツ事業の反動減などにより減
収となった。

ネット通販については、在庫投入の増加等による販売機会ロスの低減等により、前年同期比
126.4％と高い伸びとなった。

売上構成比は、ネット通販が前年同期より2.6ポイント上昇し、13.8％となり、アウトレットが前年
同期より0.3ポイント減少し、13.3％となった。
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■単体 売上高実績 事業別

UA、GLR、SBU事業が増収および既存店売上高前期比クリアとなった。

UA事業ではメンズスポーツ、ウィメンズドレス部門が堅調に推移した。

GLR事業では全般的に好調に推移し、特にメンズ・ウィメンズのドレス部門が好調に推移した。

CH事業では昨年の値上げ駆込需要の反動減やインバウンド需要の一巡などにより、全般的
に苦戦した。ただし、６月以降については、昨年の値上げ駆込需要がなくなるため、前期比のマ
イナス幅は縮小傾向にある。

また、１Ｑの単体全社のインバウンド売上は前年同期比105％であり、引き続き拡大傾向にある。

SBUについては、ジュエルチェンジズ、ドゥロワー、ステーション ストア等が好調に推移した。
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■連結 売上総利益率 実績

連結の売上総利益率は、前年同期とほぼ同等の54.5％となった。（表示単位未満も踏まえると
0.1％の改善となる）

各事業の売上総利益率の増減等が連結売上総利益率に与えた影響は次の通り。

㈱ＵＡ ビジネスユニットの売上総利益率増減が連結売上総利益率へ与えた影響は▲0.3ポイン
ト。

ビジネスユニット自体の売上総利益率前期差は▲0.4ポイント。主に価格の見直し等を背景とす
る仕入原価率の上昇、値引ロスの増等が主な要因。

㈱UA アウトレット等の売上総利益率増減が連結売上総利益率へ与えた影響は▲0.2ポイント。

アウトレット等自体の売上総利益率前期差は▲1.6ポイント。アウトレット専用品について、お客様
ニーズの高かったウィメンズのきれい目なドレス商材が不足し、売上が低調であったことや事業
品の過去在庫の仕入原価率が上昇していること等が主な要因。

㈱UA その他原価の増減が連結売上総利益率へ与えた影響はプラス0.5ポイント。

前年同期に円安の進行により発生したクロムハーツにかかる為替のマイナスが減少したことが
主な要因。

㈱UAを除く売上総利益率増減が連結売上総利益率へ与えた影響はプラス0.1ポイント。

ユーロ安による㈱フィーゴの売上総利益率改善や連結調整などの影響が主な要因。

売上構成比の変動による連結売上総利益率への影響はなし。
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■連結販管比率実績

連結販管費率は、前年同期比プラス2.4ポイントの48.1％となった。

項目別の前年同期との主な売上比の増減内容は次の通り。

宣伝販促費：売上高販管費率が0.6pt上昇。㈱UAの大型出店に伴う宣伝販促費増等が主な要因。

人件費：売上高販管費率が0.6pt上昇。㈱UA、㈱コーエンにおける欠員補充に伴う人件費増等が
主な要因。

賃借料：売上高販管費率が0.7pt上昇。 ㈱UA、㈱コーエンにおけるネット通販売上構成比拡大に
伴う取り扱い手数料の増等が主な要因。

その他：法改正に伴う外形標準課税の増、店舗バックルーム作業等にかかる業務委託費の増等
が主な要因。
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■連結BS実績

連結総資産は前年同期末比106.8％、前期末比102.9%の657億10百万円となった。

前年同期末比での差異要因は以下の通り。

流動資産は、前年同期末比108.6％の435億25百万円となった。これは主にたな卸資産、未収
入金の増によるものである。固定資産は、同103.4％の221億84百万円となった。これは主に新規
出店に伴う有形固定資産や差入保証金の増によるものである。

流動負債は、同108.6％の275億65百万円となった。これは主に買掛金や短期借入金の増によ
るものである。

固定負債は、同75.0％の48億19百万円となった。これは主に長期借入金の減によるものである
。

長短借入金の残高は、前年同期末比90.2％の95億円となった。

たな卸資産は、前年同期末比110.6％となった。１Ｑの売上の伸びは102.7％であり、売上の伸
びを上回っている。増加している内容は今期の春夏および秋冬分であり、前年およびそれ以前
の在庫は９掛けで推移している。今後もネット通販の売上拡大を目指し、在庫の投入を行なうと
共に、スローセラー商品については早期に消化を行なうことで、効率的な運営を目指す。
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■ 連結ＣＦ実績

第１四半期末の現金及び現金同等物は、40億80百万円となった。

営業キャッシュ・フローは、17億15百万円のキャッシュアウトとなった。キャッシュインの主な内
訳は税前四半期純利益19億、仕入債務の増20億であり、キャッシュアウトの主な内訳は、たな卸
資産の増35億円、法人税等の支払額21億円である。

投資活動によるキャッシュ・フローは、18億７百万円のキャッシュアウトとなった。キャッシュアウ
トの主な内訳は新規出店等に伴う有形固定資産の取得13億円である。

財務活動によるキャッシュ・フローは、17億99百万円のキャッシュインとなった。キャッシュイン
の主な内訳は短期借入金の増39億円であり、キャッシュアウトの主な内訳は、配当金の支払15
億円である。

今年度については、ネット通販等における販売機会ロスの低減に向けた在庫の投入や前期に
比較し、法人税の支払額が増加しているため、1Qの営業CFはマイナスとなっているが、通期の
営業キャッシュフローはプラスを見込んでいる。
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■グループ合計出退店実績、通期見込み

第１四半期の実績：グループ合計での新規出店数：７、退店：なし、第１四半期末の店舗数：
361。

通期のグループ合計出店見込み：19、退店：13、期末店舗数見込み：360。

期末店舗数は前回の見込みから４店舗の増となる。

変更の内訳は、㈱UAで２店舗の増、㈱コーエンで２店舗の増となる。
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■参考：㈱UA １Ｑ累計出退店実績および通期見込み

（説明は省略）
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■参考：１Q末までの出退店明細

（説明は省略）
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■グループ会社の進捗

・（株）フィーゴ

１Ｑは増収増益となった。売上高は、前年同期比106％の６億円となった。卸売や小売における
ネット通販が順調に推移したほか、アイテムではトートバッグ等が継続して順調なことに加え、ビ
ジネスバッグが復調傾向となった。また、アスペジなどウェア類の売上も前年を上回り推移。

通期でも増収増益を目指す。

・(株)コーエン（決算月：１月）

１Ｑは売上が前年同期並みであったが、減益となった。売上高は、前年同期比100％の19億円
となった。現状と今後の見通しについては、21ページで説明。通期については増収増益を目指す。

・UNITED ARROWS Taiwan LTD. （決算月：１月）

１Ｑの業績は概ね計画通りに進捗。

昨年の反省を踏まえ、特に春夏においては、台湾のシーズン進行に合わせたMD進行とするこ
とで、売上の拡大に努めた。引き続きSNSを活用した販促等により、認知度の向上が図れている。

特にUA店舗では、スーツのパーソナルオーダーやUA ＆ SONS商品が好調。ウィメンズではア
ストラット商材も好調。２Ｑの動向となるが、７月に台湾における自社ECサイトをオープン。さらな
る認知度の向上を目指す。
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■重点取組施策の進捗等

（スライド資料の通り）
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■2017/３期 経営方針・重点取組施策

（前回決算説明会資料の通り。説明省略）
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■重点取組施策の進捗

１．「ココロを動かすモノづくり」：基本商品政策の見直しとブランドポートフォリオの再整備に着
手。

基本商品政策の見直しについては、コンセプトとして「Real Clothing With Creative Styling」を
定め、現在の政策に含まれていなかったスタイリング提案の要素を加えて改定している。

また、お客様の半歩先を行く“先駆性商品”、トレンドを踏まえた“時代性商品”、トレンドに左右
されずに売れ続ける“独自性商品”の構成比の目安や、先駆性商品から時代性、独自性に落と
し込み、売上の軸となる核商品を創出するまでの流れもわかりやすく解説し直している。現在、
素案をまとめた段階で、完成後は社内勉強会などを通じて浸透を図り、日々の商品開発業務に
おいて常にこの政策に立ち返って検討できる風土を作る。

ブランドポートフォリオの再整備については、子会社を含めた当社グループの全ブランドのコ
ンセプトに基づき、各ブランドを縦軸に価格帯、横軸にファッションテイストで配置したポートフォ
リオを作成している。このポートフォリオと現在のポジショニングを比べた上で、それぞれコンセ
プトと合致している部分、ずれてしまった部分を再確認している。このポートフォリオをもとに各
ブランドのターゲット層を明確に設定し、それぞれのMD政策に反映させていく。併せて当社がま
だカバーできていない領域を可視化することで、新規事業開発にもつなげていく予定である。

どちらの取り組みも数シーズンかけて仮説検証を繰り返しながら社内に根付かせていき、徐
々に成果につなげていきたい。
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重点取組施策の進捗

２．「驚くほど便利で使いやすいEC」：ネット通販店舗の在庫配分強化およびハウスカード、UAオ
ンラインストア会員統合への準備を進めた。

ネット通販店舗の在庫配分の強化については、ネット通販店舗の在庫配分を強化した。トップセ
ラー商品を中心にネット通販店舗への在庫を増やした結果、単体のネット通販売上は前年同期
の126.4％となる42億円、ネット通販比率も前年同期から2.6ポイント増の13.8％となった。販売機
会ロスも軽減しており、UAオンラインストアにおける再入荷リクエスト金額が前年同期の84％程
度に減少した。

８月１日からの当社ハウスカード会員と自社オンラインストア会員の統合、ポイントサービスの
一元化、統合アプリのリリースに向けた準備を行った。それぞれ予定通り統合は終了しており、
この効果が第２四半期以降に見られるものと期待している。



19

■重点取組施策の進捗

３．「感動レベルの接客体験」：店舗覆面調査の内容見直し、エデュケーター・スチューデント制
度の見直しに着手。

店舗覆面調査の見直しについては、販売の質の向上を目的に、①ブランド価値や商品価値を
お客様にお伝えできているか、②実際に購入したか、購入しなかった場合の理由は何か、③ネッ
ト通販のご紹介や誘導を行えているか、④海外のお客様にもご満足を提供できているかの４つ
の項目に基づいて調査項目を設定し、今年5～6月にかけて実施した。当社の優位性と、他社に
比較し劣っている部分を見出した上で、各ブランドへのフィードバックを行い、改善を進めていく。

エデュケーター・スチューデント制度の見直しについては、現在の運用状況をヒアリングし、課
題を抽出した。その課題に基づき、人事部にて新制度の素案を作成している。今後は各事業で
の運用に際して想定される問題点、改善点を洗い出し、最終的な案へまとめていく。新制度は来
年２月頃を目処に完成させ、来期からの運用を予定している。
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■その他の課題への対応

１．売上総利益率の動向と今後の対策

スライドの下段は、過去２年の四半期別の連結売上総利益率の前年同期差を表している。

2015年３月期の第４四半期をボトムに、マイナス幅は徐々に縮小傾向にあり、この第１四半期
は前年同期とほぼ同等の売上総利益率になった。一方、今年度の計画では、通期で0.9ポイント
の改善を目指しており、まだまだ期待値には届いていない。

背景として挙げられることは大きく２点挙げられる。１点目は、スローセラー商品を中心に価格
設定の見直しを行なったことで仕入原価率が上昇した。２点目は在庫抑制を実施した前期に比
較し、値引ロスが若干増加した。但し、２点目については、在庫の投入によりネット通販を中心に
販売機会ロスが抑制されているというプラスの面もある。今後はよりよいバランスを見極める。

今後の対策としては大きく２点挙げられる。１点目は、原価管理のさらなる徹底。現在、全事業
部門に対し、原価管理および価格設定ルーティンの点検を毎月行なっている。あくまでお客様目
線で、各マーケットに適したスペックの商品を適正な価格に設定しているか、その結果、価格と
価値のバランスが適切に取れているか、などを点検し、改善の余地のある事業や部門について
はルーティンの見直しなどを進めている。下半期より徐々にこの効果が出るものと考える。

２点目はMDの最適化により、お客様のモチベーションに沿った適時・適量の商品展開を実施し
ていく。当社は昨年よりGLRを皮切りに８MDを展開しているが、事業や商品特性ごとに適した
シーズンMDの考え方があると認識している。お客様のニーズに沿ったMDの最適化を図ることで、
定価販売比率を向上させ、売上総利益率の改善に努めていく。

事業毎に強弱はあるものの、現段階で秋冬商品の仕入原価率は改善傾向にある。今後も管
理の徹底、 MDの最適化などを推進することで売上総利益率の改善に努めていく。
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■その他の課題への対応

２．株式会社コーエンの動向と今後の対策

㈱コーエンについては、前期から今期の春夏に掛けて苦戦が継続した。背景は大きく三つある。

一つ目は、生産のアセアンシフトにより、デザインや色などの指示を早める必要が生じ、結果トレンド対応に遅
れが生じてしまったことが挙げられる。二つ目は、品番や色数を必要以上に増加させてしまい、結果として売れ
筋商品の奥行き不足、スローセラー商品の増加が発生してしまったことが挙げられる。三つ目は、消化判断の
遅れが挙げられる。特に前期は売上総利益の確保に重点を置き、セールの開始を競合他社より後ろ倒しにした。
この消化判断の遅れにより、セールを開始してもお客様はすでに競合他社で購入されており、追加でマークダ
ウンをしても想定した売上に届かない、という悪循環となった。

これらの反省を踏まえた今後の対策は三点。一つ目は、トレンド対応に向けた生産国の見直しと、㈱ＵＡ 商
品戦略本部との連携によるトレンド・モード寄り商品の投入を行なう。生産国については、クイックな対応が必要
な一部のトレンド商品をアセアン生産から中国生産に戻す。原価率が若干上昇することが想定されるが、的中
率を高めることで定価販売比率を向上させ、結果として売上総利益率の改善を目指す。また、 ㈱ＵＡの商品戦
略本部とより綿密に連携し、ウィメンズではフェミニンカジュアル、メンズではモードに振った商品等を投入する。
スライド下段の商品画像は最近のヒットアイテムである。左はメンズのスキニージーンズ、右はフェミニンの要素
やトレンドのシルエットを取り入れたウィメンズのトップスである。フェミニンやモードといった要素は今までのコー
エンではあまり取り扱ってこなかったが、お客様のニーズは高いと判断し、今後も動向を見ながら投入。

二つ目は品番数や色数の見直しを実施。この秋冬に関しては、現在の平均的な店舗における陳列のキャパ
シティを勘案し、前シーズンの８掛け程度の品番数としている。店頭での商品の見え方も、よりクリアになり、結
果として売上の拡大も期待できる。

三つ目は８シーズンMDの徹底である。今年の春から８シーズンMDを導入しているが、６月からは商品の消化
サイクルについてもより厳格な運営を開始した。それぞれのシーズン区分の中で、定価販売期間、スローセラー
品の消化期間等を設け、売上の拡大と在庫の適正化を目指す。

説明してきたように、改善に向けた対策を実行しているが、まだ予断を許さない状況であり、今後も動向を慎
重に見て行く。



22

■ご参考：CH事業の新会社への承継の件 【5/27リリース補足】

■経緯と契約内容

当社は、1999年より、クロムハーツブランド商品の取り扱いを開始。 その後、2006年にクロ
ムハーツジャパン有限会社とライセンス契約を締結し、店舗運営などの日本におけるクロム
ハーツビジネスを実施。今年の９月末をもって、この契約の期間が満了することから、米国ク
ロムハーツ社側と、同条件での契約期間延長の可能性も含めて、交渉を重ねてきた。その結
果、当社は、クロムハーツ事業に関連する権利義務を、当社が設立する新会社に承継させ、
その持分を、今年の12月から2024年12月までの８年間に亘り、クロムハーツ側の法人に対し、
譲渡することとした。

■今後の見通し等

今後８年間は、「合弁会社」という形で、クロムハーツブランドへの関与を継続するだけでなく、
2020年までは当社の連結子会社として運営する。したがって、今後数年間の業績に与えるイ
ンパクトは軽微である。

当社では、この期間内に既存事業の収益性の向上、ネット通販の拡大可能性の検証、新規
事業開発等を推進していく予定である。

これらの要素を踏まえ、来期首に中期経営計画、長期ビジョンを発表予定である。合わせて
財務・資本政策面における考え方も発表する。
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